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別添３ 地域活性化総合特区の指定申請書(概要版) 

 

地域活性化総合特別区域指定について 

 

１．指定を申請する地域活性化総合特別区域の名称 

 鳥取発次世代社会モデル創造特区 

 

２．総合特別区域について 

(１)区域 

① 指定申請に係る区域の範囲 

ⅰ)総合特区として見込む区域の範囲 

米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町及び江府町からなる 

鳥取県西部圏域 

ⅱ)個別の規制の特例措置等の適用を想定している区域 

・ワンウェイ方式のレンタカー型カーシェアリング事業を実施する場合における道路運送法上の

ルール設定(米子市中心市街地(米子市中心市街地活性化基本計画区域)) 

・災害時における電気事業法第26条(同法施行規則第44条)に定める電力供給の電圧(101±6V)  

の下限に関する規制の特例措置(江府町助沢地区、下蚊屋地区) 

・一般電気事業者の配線設備を災害時に第三者が運用する場合における電気事業法上のルール設

定(損害に関する補償等)(江府町助沢地区、下蚊屋地区) 

・小水力発電事業を実施する場合における電気事業法第43条(同法施行規則第52条)に定めるダム

水路主任技術者選任に関する規制の特例措置(江府町助沢地区、下蚊屋地区) 

・統計法第33条に定める調査票提供に関する規制の特例措置(南部町、日南町、日野町、江府町) 

・住民調査実施時の調査対象者抽出の際の住民基本台帳法第12条の2で定める住民票の写しの交 

付に関する規制の特例措置(鳥取県西部圏域) 

ⅲ)区域設定の根拠 

 鳥取県西部圏域は社会的・経済的・行政的に一体をなしており、圏域全体で成長可能性を有す

るひとつの生活圏域だが、立地条件などの違いから地域によりライフスタイルは様々で多様な

ニーズが潜在しており、本特区が目指す次世代社会モデルの創造と取組の横展開による波及効果

の拡大を図るために適した区域である。 

 

(２)目標及び政策課題等 

② 指定申請に係る区域における産業の国際競争力の強化に関する目標及びその達成のために取り組

むべき政策課題 

ⅰ)総合特区により実現を図る目標 

ア)定性的な目標 

・生活者視点に立った鳥取発次世代社会モデルを適用し、地域の強みと住民のニーズを結びつけ

る取組を展開することで、新たな生活価値の実感が得られる新事業を創出する 

・新たな生活価値に基づくサービス等の提供により、地域住民の「暮らしの豊かさ」に対する意

識(満足度)の向上を図る 

イ)評価指標及び数値目標 

(１)評価指標①：とっとり幸せの感じ方指標 

(生活者満足度、生活不安・不満度、県に対する成長期待度から検証する指標) 

・数値目標①－１：指標指数(総合) 61.19 ⇒ 約7.5ポイント向上 

・数値目標①－２：指標指数(新交通サービス) 16.87 ⇒ 約2.5ポイント向上 

・数値目標①－３：指標指数(再生可能エネルギー) 20.76 ⇒ 約2.5ポイント向上 

・数値目標①－４：指標指数(健康づくりサービス) 18.41 ⇒ 約2.5ポイント向上 

                        （※数値はH24年1月現在 ⇒ H28年） 
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(２)評価指標②：商店街の利便性を高めるe-モビリティ交通サービスの実現 

・数値目標②－１：カーシェアリング登録者数 0人⇒ 1,163人 

・数値目標②－２：電動モビリティ導入台数 1台⇒ 73台 

・数値目標②－３：充電供給口 3口⇒ 73口 

・数値目標②－４：太陽光パネル設置枚数 30枚⇒ 1,390枚 

(３)評価指標③：再生可能エネルギーによる災害時集落無停電サービスの実現 

・数値目標③－１：対象世帯数 0世帯⇒ 49世帯 

(４)評価指標④：健康情報を高度利用する健康づくりサービスの実現 

・数値目標④－１：AICS受診者数 250人⇒ 10,000人 

※AICS(ｱﾐﾉｲﾝﾃﾞｯｸｽがんﾘｽｸｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ)：血液中のｱﾐﾉ酸の構成でがんﾘｽｸを判定する検査手法 

・数値目標④－２：健康づくりプログラム参加者数 0人⇒ 1,000人 

                        （※数値はH24年3月現在 ⇒ H28年） 

ウ)数値目標の設定の考え方 

 評価指標①(とっとりの幸せの感じ方指標)は、３つのモデル事業を実施することにより指標

が向上し、各モデル事業で2.5ポイント、総合指標で7.5ポイント上昇を目標値とした。 

 評価指標②(商店街の利便性を高めるe-モビリティ交通サービスの実現)は、利便性の向上に

伴うカーシェアリング登録者数増、必要となる電動モビリティの増、インフラ(充電供給口、

太陽光パネル)整備の増を目標値とした。 

 評価指標③(再生可能エネルギーによる災害時集落無停電サービス)は、サービス実施に伴

う、無停電世帯数の増を目標値とした。 

 評価指標④(健康情報を高度利用する健康づくりサービスの実現)は、AICSの受診者増、AICS

等のデータを活用して作成する健康づくりプログラムの参加者数の増を目標値とした。 

ⅱ)包括的・戦略的な政策課題と解決策 

ア)政策課題と対象とする政策分野 

・政策課題 地域資源と地域住民のニーズを有機的に結びつけ、新たな生活価値を生み出す

サービスのビジネスモデルを構築する 

◇対象とする政策分野：ｔ）まちづくり関係 

イ)解決策 

 「幸せの感じ方指標」による地域住民の価値観や潜在的ニーズの把握と、それに基づき実施

する取組の有効性を検証する。 

 本検証を具体的に実施するため、豊かさを実感できる暮らしの実現に効果的なテーマを生活

者視点から設定して各種のモデル事業を実施する「とっとりスマートライフ・プロジェクト」

を展開する。 

本プロジェクトで検証していくモデル事業は次のとおり。 

①商店街の利便性を高めるe-モビリティ交通サービス(米子市中心市街地で実施) 

②再生可能エネルギーによる災害時集落無停電サービス(江府町で実施) 

③健康情報を高度利用する健康づくりサービス(南部町で実施) 

ⅲ)取組の実現を支える地域資源等の概要         ※（番号）は解決策のモデル事業に対応 

・ソーシャルキャピタル指数が高い等、地域経済の成長を促すポテンシャルが高い（全般） 

・EV製造を計画する(株)ナノオプトニクス・エナジーが米子市に立地している（①） 

・EV・PHVタウンに選定され、人口、世帯、自動車台数あたりの急速充電器の普及率は全国1位（①） 

・中山間地では電力インフラの強化へのニーズが強い一方、豊かな自然を活用した小水力発電、大

規模太陽光発電など再生可能エネルギーの導入が盛ん（②） 

・西伯病院(南部町)ではH24年1月からAICSを実施するなど、H23年9月に「がん征圧宣言」を行った

南部町と一緒になってがん対策を進めている（③） 

・米子市には高度で先進的な医療を行う鳥取大学医学部付属病院があり、AICS等健康データの分析

を西伯病院と連携して進めている（③） 
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(３)事業 

③ 目標を達成するために実施し又はその実施を促進しようとする事業の内容 

ⅰ)行おうとする事業の内容 

 地域の課題の解消と新事業の創出の好循環を生み出して地域活性化を図る起点となるプロジェ

クトとして「とっとりスマートライフ・プロジェクト」を実施する。 

 本プロジェクトでは、住民ニーズが高く、取組を支える地域資源が活用でき、事業化可能性が  

高い次の３つの事業をモデル的に実施する。（→資料２参照） 

①商店街の利便性を高めるe-モビリティ交通サービス(米子市中心市街地で実施) 

②再生可能エネルギーによる災害時集落無停電サービス(江府町で実施) 

③健康情報を高度利用する健康づくりサービス(南部町で実施) 

 

ⅱ)地域の責任ある関与の概要 

ア)地域において講ずる措置 

ａ)地域独自の税制・財政・金融上の支援措置（主なもの） 

・鳥取県地域活性化総合特区推進補助金及び利子補助金(H23年9月補正～鳥取県) 

・鳥取発ベンチャー企業創出・育成総合支援事業(H23年度～鳥取県) 

・スマートコミュニティ推進事業(H24年度～米子市) 

・農業農村小水力発電施設導入事業(H24年度～鳥取県) 

・ライフサイエンス推進事業(H23年12月補正～南部町) 

ｂ)地方公共団体の権限の範囲内での規制の緩和や地域の独自ルールの設定など 

・鳥取県企業立地等事業助成条例で、本特区構想で加速させる県経済成長戦略の戦略的推進分

野(環境・エネルギー等)の事業で特に知事が認めたものについて助成額を加算 

ｃ)地方公共団体等における体制の強化 

・県に地域活性化総合特区構想を推進するためコーディネーターを１名配置(H23年度～) 

・モデル事業を実施する自治体(米子市、南部町、江府町)では、地域住民、企業等関係者によ

る会議を設置し、事業実施に向けた検討を実施（H23年度～） 

ｄ)その他の地域の責任ある関与として講ずる措置 

・県は総合特区構想を地域住民等に周知するためフォーラム等を開催(H22年3月、H23年11月) 

・(株)山陰合同銀行(協議会構成員)は総合特区事業向けの融資制度の創設を検討 

イ)目標に対する評価の実施体制 

 評価指標①については「鳥取県民ライフスタイル意識調査」の実施により、また、評価指標②

～④については聞き取り等により毎年度指標をチェックする。地域協議会は、目標に対する指標

の進ちょくを確認し、定性的な目標に対する評価も加えた総合評価を実施する。 

 

ⅲ)事業全体の概ねのスケジュール 

ア)事業全体のスケジュール（H24～H28） 

 H24 H25 H26 H27 H28 

全般 毎年度、県民ライフスタイル調査を実施、幸せの感じ方指標を地域、協議会等に報告 

①e-ﾓﾋﾞﾘﾃｨ交

通ｻｰﾋﾞｽ 

・実証事業の実施 

・ｼｽﾃﾑの開発 

・ｲﾝﾌﾗ整備 

・ﾓﾆﾀｰﾃｽﾄ 
・ｻｰﾋﾞｽ開始 

・ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞｽﾎﾟｯﾄ

整備(+2カ所) 

・ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞｽﾎﾟｯﾄ

整備(+2カ所) 

②災害時集落

無停電ｻｰﾋﾞｽ 
・調査 ・基本設計 

・実施設計 

・小水力発電完成 

・電気工事 

・テスト運用 
・本格運用 

③健康づくり

ｻｰﾋﾞｽ 

・健康づくりﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑ開発 

・健康づくりﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑ実施 
・実施ｴﾘｱの拡大 ・実施ｴﾘｱの拡大 ・実施ｴﾘｱの拡大 
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イ)地域協議会の活動状況と参画メンバー構成 

・平成23年4月27日    鳥取県地域活性化総合特区推進協議会 第１回全体会議を開催 

・平成23年8月22日    鳥取県地域活性化総合特区推進協議会 第２回全体会議を開催 

・平成24年3月21日～26日 鳥取県地域活性化総合特区推進協議会 第３回全体会議を開催 

・その他必要に応じて幹事会、分科会、打合せ・視察等を多数回開催 

 

○参画メンバー構成 

企業等 

味の素(株)、(合)アヴィスコ、NTT ﾃﾞｰﾀ中国(株)、王子製紙(株)、(株)ガイナックス、    

(株)ケイズ、国際航業(株)、サントリープロダクツ(株)、大山山麓地区土地改良区連合、(株)

中海ﾃﾚﾋﾞ放送、中電技術コンサルタント(株)、テック(株)、トヨタ自動車(株)、豊田通商(株)、

(株)ナノオプトニクス・エナジー、（社）氷温協会、ファミリー(株)、(株)法勝寺町 

金融機関 
(株)山陰合同銀行、(株)鳥取銀行、(株)日本政策金融公庫、(株)日本政策投資銀行、米子信

用金庫 

大学･支援機関 国立大学法人鳥取大学、(地独)鳥取県産業技術センター、(財)鳥取県産業振興機構 

地方公共団体 
米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町、 

鳥取県(会長：鳥取県知事 平井伸治、事務局：鳥取県商工労働部) 
 

 

３．新たな規制の特例措置等の提案について 

・ワンウェイ型カーシェアリング実施基準の明確化(道路運送法第80条等) 

ワンウェイ(乗り捨て)型カーシェアリングを実施するため、明確な基準やルール設定を提案するもの 

・電力供給の下限値の要件緩和(電気事業法第26条等) 

災害時においても地域の再生可能エネルギーによる必要最低限の電力供給を行うため、電力供給の電圧

(101±6V)の下限値の要件緩和を提案するもの 

・一般電気事業者の配電設備の第三者運用のルール設定(電気事業法第26条等) 

災害時においても地域の再生可能エネルギーによる必要最低限の電力供給を行うため、一般電気事業者

の配電設備を災害時には第三者が運用できるようルールの設定を提案するもの 

・小水力発電におけるダム水路主任技術者選任の要件緩和(電気事業法第43条) 

地域における小水力発電等の再生可能エネルギーの有効利用を図るため、ダム水路主任技術者の外部委

託を可能とするよう要件緩和を提案するもの 

・統計調査の調査票提供に関する規制緩和(統計法第33条等) 

AICS等の健康データと生活習慣に関する統計データを組み合わせて健康づくりサービスを創出するた

め、統計データを幅広く利用できるよう要件緩和を提案するもの 

・住民基本台帳の写しの交付等に関する要件緩和(住民基本台帳法第12条の2) 

ライフスタイル意識調査の対象者を住民基本台帳から抽出する作業（閲覧･手書き）を効率的・円滑に実

施するため、写しの交付等ができるよう要件緩和を提案するもの 

 

 
 



【目指す地域像】 需要の呼び覚ましによる地域活性化の好循環 

鳥取発次世代社会モデル創造特区 

 生活者視点に立った鳥取発次世代社会モデルを適用し、地域の強みと住民のニーズを独自のビジネスモデル構築手法により
結びつける取組を展開することで、新たな生活価値の実感が得られる新事業を創出する 

 新たな生活価値に基づくサービス等の提供により、地域住民の「暮らしの豊かさ」に対する意識（満足度）の向上を図る 

（目標） 

• 鳥取県西部圏域はひとつの生活圏域を形成 
• 一方、立地条件等の違いからライフスタイルは
様々で、多様なニーズが潜在しており、鳥取発
次世代社会モデル創造と横展開に適当な区域 
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施策への評価（期待） 

豊かさを実感できる暮らしの実現に効果的なテーマを生活者視点
から設定して各種モデル事業を実施することで、地域課題の解消と
新事業の創出の好循環を生み出していく起点となるプロジェクトを
実施していく 

とっとりスマートライフ・プロジェクト 

米子市地域 

江府町地域 

南部町地域 

【事業の内容】 

住民ニーズが高く、取組を支える地域資源があるものをモデル事業に選定 

商店街の利便性を高めるe-モビリティ交通サービス 

【モデル事業 ①】 

再生可能エネルギーによる災害時集落無停電サービス 

健康情報を高度利用する健康づくりサービス 

【モデル事業 ②】 

【モデル事業 ③】 

鳥取県 別添３ 資料１ 

（設定の根拠） 

圏域面積 
1,208km2 

【区域：鳥取県西部圏域】 

E) 災害時においても電力供給が受けられるスマートグリッドの構築 

F) 新たながんスクリーニング技術で地域の健康づくりを促進 

B) 集落と町が定める目的地を結ぶデマンド交通 

（推
進
期
待
度
）鳥
取
県
が
進
め
て
い
く
べ
き
か 

（生活影響度）自分の生活にどの程度よい影響を与えるか 

（小水力発電） 

施策への市町村別ニーズ 

ＥＶ車普及推進施策 

生活情報配信サービス施策 

スマートグリッドモデル推進施策 

スマートハウス整備施策 

デマンド交通整備施策 

再生可能エネルギー導入施策 

健康情報集約・分析による地域健康
づくり施策 

江
府
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とっとりスマートライフ・プロジェクトにおけるモデル事業 

下蚊屋ダム
（小水力発電）

助沢地区 下蚊屋地区

一般電気事業者配電線 平常時 災害時

 

 

データベース

ＡＩＣＳ
データ

がん検診
データ

健康診断
データ

ＡＩＣＳ
データ

がん検診
データ

健康診断
データ

データベース

ＡＩＣＳ
データ

がん検診
データ

健康診断
データ

データベース

南部町 鳥取大学・アヴィスコ

西伯病院
ＳＲＬ社

（検査受託会社）
アミノ酸データ分析

味の素
アミノ酸データ解析

①健康診断
②がん検診
③ＡＩＣＳ（採血）

④検査結果
⑤がんリスク
報告

⑥検査依頼
⑦採血回収

⑧検査結果 ⑩解析
結果

⑨分析
結果

⑪栄養指導プログラム
⑫健康指導プログラム
⑬ＩＴ支援システム

（健康指導）
⑭栄養指導
⑮運動指導
（意識啓発）
⑯健康教室の開催

町民

アミノ酸解析、健康診断、統計データを
多角的に分析した結果から

地域・年齢に応じた
健康プログラムを開発・提供

と
っ
と
り

バ
イ
オ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア

情報の流れ サービスの流れ検査の流れ

新たな

技術・
サービス
の開発

【評価指標②】 
 ・カーシェアリング登録者数 0人⇒ 1,163人 
 ・電動モビリティ導入台数 1台⇒ 73台 
 ・充電供給口 3口⇒ 73口 
 ・太陽光パネル設置枚数 30枚⇒ 1,390枚 

【評価指標③】 
 ・対象世帯数（Ｈ24年3月現在） 0世帯⇒ 49世帯 

【評価指標③】 
 ・AICS受診者数 250人⇒ 10,000人 
 ・健康づくりプログラム参加 0人⇒ 1,000人 

(総合) 61.19pt ⇒ 約7.5pt向上 
(新交通サービス) 16.87pt ⇒ 約 2.5pt向上 
(再生可能エネルギー) 20.76pt ⇒ 約 2.5pt向上 
(健康づくりサービス) 18.41pt ⇒ 約 2.5pt向上 

（数値は、H24年3月現在 ⇒ H28年の目標） 

【評価指標①】とっとり幸せの感じ方指標 
  （ 生活者満足度、生活不安・不満度、県に対する成長    
期待度から検証する指標） 

・ワンウェイ型カーシェアリング実施基準の明確化
（道路運法第80条等） 
ワンウェイ(乗り捨て)型カーシェアリングを実施するため、明確な
基準やルールの設定を提案 

月災害時でも再生可能エネルギーによる必要最低限の電力供給
を 地域コミュニティに対して行うため、以下を提案。 

・電力供給の下限値の要件緩和（電事法第26条等） 
電力供給の電圧(101±6V)の下限値の要件緩和を提案 

・一般電気事業者の配電設備の第三者運用の 
ルール設定（電事法第26条等） 
一般電気事業者の配電設備を災害時には第三者が運用できる
ようルールの設定を提案 

・小水力発電におけるダム水路主任技術者選任の
要件緩和（電事法第43条に規定） 
地域における小水力発電等の再生可能エネルギーの有効利用
を図るため、ダム水路主任技術者の外部委託の緩和を提案 

・統計調査の調査票提供（統計法第33条等） 
AICS等の健康データと生活習慣に関する統計データとを組み
合わせて健康指導サービスを創出するため、統計データを 
幅広く利用できるよう要件緩和を提案 

  ●鳥取県民ライフスタイル意識調査 
住民ニーズの把握とそれに基づく事業評価指標の策定のため、
県西部圏域の生活者を対象に価値観やライフスタイル、生活に
対する不満・ストレス、施策に対する期待などを調査 

・住民基本台帳の閲覧（住基台帳法第12条の2） 
ライフスタイル意識調査の対象者を住民基本台帳から抽出する
作業を閲覧･手書きから複写へと効率的・円滑に実施できるよう
提案 

モデル①：商店街の利便性を高めるｅ－モビリティ交通サービス 

モデル②：再生可能エネルギーによる災害時集落無停電サービス 

モデル③：健康情報を高度利用する健康づくりサービス 

：規制の特例措置の提案 

鳥取県 別添３ 資料２ 

とっとりスマートライフ・プロジェクト 

カーシェアリング
スポット

小型電動モビリティ

太陽光発電
（住宅等）

太陽光発電
（メガソーラー）

バイオマス発電

カーシェアリング
スポット

カーシェアリング
スポット

カーシェアリング
スポット

太陽光発電
（住宅等）

太陽光発電
（住宅等）

鳥取大学
付属病院

法勝寺商店街

米子市
中心市街地

電動モビリティ利用 電力供給

小型モビリティ 

電動３輪車 

電動バイク 

【想定する 
モビリティ】 


